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KOA 株式会社（B）

　1994年 7月、夏の陽ざしが降り注ぐ「匠の里」のオフィスで、印刷ショップのプロダクツマ

ネジャー倉田氏（写真1参照）は、向山社長の指示を思い出しながら、彼自身の考えを整理して

いた。

　「自分が担当している印刷ショップでは、リードタイム短縮を進めると共に、原価管理に

ついても、自部門で短いサイクルで計算できるように、仕組みを整え、皆を教育し、管理水

準を高めてきました。そして現在では、月レベルで製品別の採算を計算できるレベルになっ

ています。しかし、社長からは、日レベルで製品別の採算を計算できるようにしなさい、と

いう宿題をもらっています。印刷工程では、製品間で共通の材料や設備を使っているので、

それらの原価を製品毎に分けて把握するのは、それほど簡単なことではありません。それに、

今年の9月から印刷ショップ（前工程）を製品別に4つのショップに分ける計画になってい

るのですが、多くの製品に共通に使用される材料の発注などの仕事は、むしろ今より複雑に

なってしまう恐れがあるように思えてならないのです。」

「匠の里」の組織体制

　「匠の里」は、角形（チップ形）抵抗器の専門工場として、1992年 3月に下伊那生産部（長野

県飯田市）に作られた（写真2参照）。8,600坪余りのゆったりした敷地に、養蚕農家を思わせ

る白い漆喰で塗られた工場建屋（床面積 1,183坪）があり、その周囲を従業員自らの手で植樹

された苗木が囲み、静かで、外観からはとても工場とは思えないほど見事に伊那谷の自然に溶け

込んでいた。下伊那生産部には全体で320名が勤務しており、付属資料1の組織図に示すように、

「匠の里」の他に、阿智と中央という2つの工場を有していた。「匠の里」では、「信頼」を経営
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方針、「どこよりも明るく楽しい職場」を社是として、ワークショップを中心に独立企業の如く

運営されていた。生産高は月間約8億円で、KOA�全社（単独ベース）の6割近くを占めていた。

　生産部門の組織は、印刷ショップを除いて、全て製品別のワークショップに分かれていた。「匠

の里」で作られる角形チップは、最小のもので 0.5mm× 1.0mm、最大で 3.2mm× 6.5mm で、製

品の大きさにより7種類、表面に塗布される皮膜のタイプにより6種類に分類されていた。印刷

以外の4つのワークショップは、これらの製品のいくつかについて、印刷後の裁断、蒸着、包装

という後工程を専門に担当していた。これに対して印刷ショップは、全ての製品について前工程

と呼ばれる印刷処理を行なっていた。「匠の里」には、合計22台の印刷機がり、120名の作業者

が勤務していた。

印刷ショップの生産工程

　原材料となるアルミナ基板（厚さ0.4mm〜 0.5mm）は、まず、裏面電極印刷のため最初の印刷

機に投入された。そこでは、電極パターンの描かれた原版がアルミナ基板の上に置かれ、謄写印

刷の要領で、電極部分を形成する塗布剤がその上から塗り込まれてアルミナ基板に転写された（以

下、付属資料2参照）。パターンが印刷された基板は、炉で加熱され、電極パターンが焼成された後、

裏返されて次の表面電極印刷工程へ送られた。そこでも、同様にして、反対（表側）の面に電極

パターンが印刷・焼成された。その後、電極パターンの印刷不良を見つけるために、熟練作業者

により、拡大ルーペを用いて選別検査が行なわれた。

　電極が印刷された基板は、続いて抵抗体印刷の工程へ送られた。そこでも、同様の謄写印刷の

要領で、電極パターンの間を埋める形で抵抗体が印刷・焼成された。抵抗体は、1枚の基板に、

小さなもので4,290個、大きなもので128個が印刷された。続いて、抵抗体の表面にガラスコー

ト剤が印刷された後、抵抗値を調整するために、抵抗体の表面にレーザー光線で微細なキズを付

けるレーザー・トリミング加工が行なわれた。それから、傷の部分を守る保護コート剤が印刷さ

れ、その上に抵抗器の製品番号が印刷された。印刷文字は、最小のチップであれば0.5mm× 1.0mm

の抵抗体の上に書かれた微細な文字であり、その印刷不良を選別するために、最後に熟練作業者

が拡大ルーペを使って印字の検査を行なっていた。結局、1つの製品を作るために6回の印刷が

繰り返された。わずかなゴミが不良につながるため、全ての処理はクリーンルームの中で行なわ

れていた。設備としては、22台の印刷機と14台のレーザー・トリミング装置が使われ、作業者

は検査係の5名を含めて全部で45名であった。1台の印刷機には2つの印刷ヘッドが付いており、

1つのヘッドの印刷スピードは1枚当たり約5秒であった。したがって1台の印刷機では、1日に、

切替回数の少ない前半の工程では約25,000枚、切替えの多い後半の工程（例えば表示印刷）で
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は約10,000枚の基板が処理されていた。

　印刷工程でも、KPS推進運動の一環として、様々な改善が行なわれていた。特に、印刷機械間

の搬送用に「マガジン」と呼ばれる治具が開発され、1つのマガジンには最大で200枚の基板し

か収納できないためにロット待ちの時間が少なくなり、印刷工程での生産リードタイムは 1年

前の 48時間から 8〜 12時間へと大きく短縮された。現在では、内作された19個のマガジンが

印刷ショップで使われており、これからは、一層のリードタイム短縮のために、マガジンを 100

枚用や 50枚用へと小型化していくことが計画されていた。

　この他にも、印刷ショップでは様々な改善活動が活発に行なわれてきた。例えば、時間管理の

点で、工程内の作業指示は全てカンバンで行なわれ、日別に色分けされたカンバンを見れば、誰

にでも進捗が一目で判断できるように工夫されていた。また、一部の印刷機は特定の製品に専用

化されていたが、大半の印刷機は様々な製品を処理しており、製品別にものの流れを分かりやす

く示すために、代表的な製品については、床の上にカラーのビニールテープで工程順のフローが

表示されていた。設備のメンテナンスについても、できるだけ作業者自身で行なえるように、工

具や交換部品が1ヵ所にまとめられ、設備の部位別に色分けされた箱に整理されていた。そして、

設備停止に対しては、15分以内に運転を再開するという目標が設定されていた。リードタイム

短縮に関しては、設備が24時間稼働であるのに対して人による検査作業が昼間だけの日勤体制

のため、夜間に印刷された基板が検査の手前で仕掛品として滞留しており、その解決が1つの課

題であった。例えば、検査工程を含めてライン状にレイアウト変更することも1つの案に上って

いたが、印刷ヘッドと炉が一体となっている現有設備の改造が必要になるものと思われた。また、

ピッチタイムが、電極印刷工程では1枚当たり 4.5秒、抵抗体以降の印刷工程では 5秒とわず

かながらアンバランスで、印刷ショップを製品別のワークショップに分けた時に、そのアンバラ

ンスが顕在化することが懸念されていた。さらに、切替作業の外段取り化、設備停止の低減、品

質トラブルの削減など、生産技術的に踏み込んだ改善活動が、これから一層大切になるものと予

想されていた。

印刷ショップの採算把握

　角形抵抗器は、1個当たり 30銭から数円で取引メーカーに販売されていた。工場での製造原

価は販売価格の50％弱で、原価を 100％とすると、印刷ショップでの原価は、製品タイプによ

りバラつきはあるものの、おおよそ原材料費が70％、人件費が20％、製造経費（設備費を含む）

が10％という比率になっていた。原材料費の中で塗布剤は、少量しか消費されないものの単価

が高いために、原材料費の約40％を占めていた。
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　印刷ショップでは、日々の収益管理を行なう上で、いくつかの問題点を抱えていた。例えば人

件費については、基本的にはその発生額を当日生産された製品別に配賦するだけであったが、多

能工化が進んで複数のショップの設備を 1人で管理するようになると、作業時間に比例して人

件費を配賦することが必要になるものと予想された。また設備費については、使用設備が製品ご

とに完全には分かれていないため、印刷ショップが製品別のワークショップに分かれて各設備が

別々のショップの資産となった後も、ショップ間で貸し借りされる事態が発生するものと予想さ

れていた。その際の貸借料については、何らかのルールを定める必要があった。また、原材料費

については、使われている様々な塗布剤が製品間で共通でありながら、そのブレンド比率は製品

間で微妙に異なっていた。塗布剤は単価が高く、原価計算をする上で、ブレンド比率の違いを無

視することはできなかった。さらに、1枚ごとの基板に付着する塗布剤の量はわずかであり、多

めにブレンドして使い残し、次に同じ製品を生産するまで保管しておくのが一般的なやり方で

あった。したがって、1日の生産のために何グラム消費したかを厳密に測定するのは、かなり手

間のかかる仕事であった。また、製品別ワークショップ体制への移行に伴って、塗布剤の発注も

基本的には製品別に行なわれる計画であったが、共通の材料を複数のショップで別々に発注して

在庫することがムダの発生につながる恐れもあった。

　プロダクツマネジャーの倉田氏は、こうした事実を思い浮かべつつ、具体的な計算方法を、2

週間位の内に整理して、社長に報告しなければならないと考えていた。

　「日々の収益管理ができるようになれば、確かにコスト意識が高まり、効果は大きいと思いま

す。しかしその一方で、様々な計算ルールを厳密化するのでは、業務を必要以上に複雑にしてし

まいます。それに、ワークショップの数を増やしていくと、私のショップだけでなく、他の所で

も、資材の発注とか顧客からの受注業務を、複数のショップで重複して行なうという非効率を生

じてしまうように感じています。」
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